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•2026年、こども性暴力防止法施行
•学校等は義務事業者
•塾・スポーツクラブ等、主に民間事業者は申請により認定事業者に
•しかし「指導者3名未満の事業者」等、認定対象外となる事業者も多い
•FC教室も指導者3名未満なら対象外
•事業者間に安全格差、信頼格差が生じる懸念
•習い事教室は推計で全国5万超*、通うこどもは数十万人に
→ 習い事の現場の実態を明らかにするためアンケート調査を実施

調査の背景



項目 内容

回答者数 155名

調査期間 2026年3月8日〜3月末

調査方法 Webフォーム（無記名）

回答者の立場 指導者55.5% ／ 保護者23.9% ／ 生徒・元生徒18.7%／その他

年齢層
40代 49人（31.6%）、50代 40人（25.8%）、60代以上 30人（19.4％）、30代 29人（18.7%）、
20代 6人（3.9%）10代 1人（0.6%）

主なジャンル ダンス・舞踊46件、学習38件、音楽37件、伝統文化36件、スポーツ26件、武道25件（重複あり）

教室規模 5〜20人が最多41.9%。5人未満も11.0%

回答者属性

【選択回答】習い事における子どもの安全（性加害）に関するアンケート 集計・分析レポート

【自由記述】習い事における子どもの安全（性加害）に関するアンケート 集計・分析レポート

*現在、習い事に通っている子どもではなく、過去も含めて通っていた人の経験を回答するアンケート調査



アンケート調査
主な結果



【要点①】約3人に1人が性暴力・不適切行為を経験・見聞き
「性暴力・不適切行為を経験または見聞きしたことがある」：49名 31.6%（約3人に1人）、直接の経験に限っても約5人に1人。
行為者は65.3%が指導者。生徒も22.3%。

行為の種類 割合

身体への不必要な接触（抱擁・キスなど） 15.5%

講師が私物スマホで子どもを撮影 14.2%

わいせつな言動・性的な発言 13.5%

その他の不適切な行為 13.5%

SNS・プライベートなやり取り 12.9%

性交・強制的な性的行為 9.0%

のぞき・盗撮 7.1%

ポルノ等を見せる 6.5%

休日などに二人きりで会う 6.5%
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行為者の立場 人数 割合

師匠・先生・指導者 32 65.3%

先輩の生徒 7 14.2%

教室の関係者（保護者・スタッフなど） 6 12.2%

同輩の生徒 4 8.1%



設問 自分が経験 見た・聞いた ない・知らない 答えたくない 無回答

身体への不必要な接触（抱擁・キスなど） 15（9.7%） 9（5.8%） 127（81.9%） 2（1.3%） 2（1.3%）

わいせつな言動・性的な発言 13（8.4%） 8（5.2%） 131（84.5%） 2（1.3%） 1（0.6%）

性交・強制的な性的行為 7（4.5%） 7（4.5%） 138（89.0%） 2（1.3%） 1（0.6%）

のぞき・盗撮 7（4.5%） 4（2.6%） 140（90.3%） 2（1.3%） 2（1.3%）

性器や裸の写真・動画（ポルノ等）を見せる 6（3.9%） 4（2.6%） 142（91.6%） 2（1.3%） 1（0.6%）

講師と子どもによるプライベートなSNS・メッセージの私的なやり取り 8（5.2%） 12（7.7%） 133（85.8%） 1（0.6%） 1（0.6%）

講師が私物スマートフォンで子どもを撮影 10（6.5%） 12（7.7%） 129（83.2%） 2（1.3%） 2（1.3%）

休日などに講師が子どもと二人きりで会う 2（1.3%） 8（5.2%） 142（91.6%） 3（1.9%） 0（0.0%）

その他の性的・不適切な行為 8（5.2%） 13（8.4%） 131（84.5%） 3（1.9%） 0（0.0%）

区分 自ら経験した人 見聞きした人

性暴力項目 20人（12.9％） 18人（11.6％）

不適切な行為項目 19人（12.3％） 26人（16.8％）

性暴力項目：身体への不必要な接触（抱擁・キスなど）、わ
いせつな言動・性的な発言、性交・強制的な性的行為、のぞき・
盗撮、ポルノ等を見せる

不適切行為項目：講師と子どもによるプライベートなSNS・メッ
セージの私的なやり取り、講師が私物スマートフォンで子どもを撮
影、休日などに講師が子どもと二人きりで会う

＊いずれも回答にも重複があります

【要点①】約3人に1人が性暴力・不適切行為を経験・見聞き



【②】声を上げられない構造

経験・見聞きした49名のうち、「相談・報告した」のは15名（30.6%）のみ

相談しなかった主な理由

理由 件数

誰に相談すればよいかわからなかった 12件

被害を認識できなかった（当時は気づかなかった） 8件

報復・関係悪化が怖かった 7件

信じてもらえないと思った 5件

稽古場を辞めることになると思った 3件

指導の一部・仕方がないと思っていた 2件

誰に相談すればよいかわ

からなかった, 12

被害を認識できなかった（当時は

気づかなかった）, 8

報復・関係悪化が怖

かった, 7

信じてもらえないと思った, 5

稽古場を辞めることにな

ると思った, 3

指導の一部・仕方がないと思っていた, 2



【要点③】教室の安全体制
Q. 子どもの安全に関する規程・ルールはありますか？

回答 割合

特にルールはない 43.2%

暗黙のルールがある（明文化なし） 27.7%

わからない 15.5%

文書化されたルールがある 13.5%

Q. 実施している取り組みは？（複数回答）

取り組み 件数

複数の指導者・保護者が同席できる仕組み 76件

いずれも実施していない 37件

録画・録音 36件

SNSルールの設定 25件

指導者の犯罪歴確認 1件



Q. DBS（性犯罪歴の確認）義務化についてどう思いますか？

スコア 割合 内容

1（強く賛成） 108名 69.7%

2（やや賛成） 21名 13.5%

3（中立） 21名 13.5%

4〜5（やや反対〜強く反対） 5名 3.2%

1（強く賛成）, 69.70%2（やや賛成）, 13.50%

3（中立）, 13.50%

4〜5（やや反対〜強く反対）, 3.20%



【要点⑤】求められる対策：最優先事項

Q. 教室が取り組むべき最優先事項は？（上位3つ選択）

優先事項 票数

指導者の犯罪歴・不適切行為歴の確認義務化 113

子ども・保護者が匿名で相談できる外部窓口 88

不適切行為発覚後の指導資格停止・取消し制度 88

録画・録音など第三者が確認できる仕組み 75

子どもが「ノー」と言える環境・権利教育 67

性的虐待に関する教育・研修の実施 56

第三者機関による審査・透明化 37

指導者の犯罪歴・不適切行為

歴の確認義務化（DBS）, 

113

子ども・保護者が匿名で相談

できる外部窓口, 88

不適切行為発覚後の指導資

格停止・取消し制度, 88

録画・録音など第三者

が確認できる仕組み, 

75

子どもが「ノー」と言える

環境・権利教育, 67

性的虐待に関する教育・

研修の実施, 56

第三者機関による審査・

透明化, 37



習い事教室の課題（自由回答、聞き取りによる）

師弟関係の中で師匠に強い権限が生じる（支配性）
・師匠が黒といえば白も黒（邦楽演奏者）

業界からの圧力
・狭い業界なので、講師に嫌われると選手生命が絶たれる恐れがあり、声を上げられなかった（保護者）
・業界団体に被害を申告したが、逆に「変なことを言わない方がいいよ」と圧力をかけられた（保護者）

密室になりやすい（閉鎖性）
・マンションの一室を借りてマンツーマンレッスンを行っているので密室にならざるを得ない（舞踊講師）

身体接触を伴う指導が多い
・「体に触れられないなら指導になりません」（舞踊指導者）

経済的援助者への遠慮
・自分からお願いして習い始めたので、親に相談できなかった（元生徒）



課題克服の提言



課題克服のために

調査で確認された課題 提言

文書化された安全ルールがある教室は21人（13.5％）
身体接触ルール、撮影ルール、私的連絡の禁止、、相談・通報先の周知、違反時の措置を明文
化し、指導者・子ども・保護者に定期的に説明する

「子どもと指導者が一対一にならないルール」は11人
（7.1％）

原則として複数の大人の目が届く状態にする。個人指導では、記録カメラ、鍵をかけない、窓のある
教室、保護者の見学などにより外部から確認可能な状態を確保する

私的SNS、私物スマートフォンによる撮影、休日に二人き
りで会う行為が散見される

連絡は教室の公式アカウントに限定し、保護者または別のスタッフを必ず含める。私物端末での撮
影・保存、個別連絡、教室外での接触を原則禁止する

性暴力、不適切行為の経験者49人では、相談・報告し
た人が15人のみ

指導者や教室を経由しなくても利用できる匿名の外部窓口を周知する（ワンストップセンター、警
察、支援機関等）。
性暴力とはなにか、受けた場合に相談してもよいことを子ども・保護者に対して伝える

犯罪歴等の確認義務化を求める回答は113人
（72.9％）

対象となる教室は、こども性暴力防止法の認定を積極的に取得する。

こども性暴力防止法について詳しく知っている、概要は知っ
ているが、55人（35.5%）にとどまる

マッチングプラットフォーム等の検索条件に「認定事業者」「安全対策実施の有無」等を設置提案



学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律
附則第六条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案しつつ、学校設置者等、教員等、民間教育保育等事業者、
教育保育等従事者及び特定性犯罪事実該当者の範囲を含め、児童対象性暴力等の防止に関する制度の在り方について検討を加え、必要があると認め
るときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。（下線：筆者）

第213回国会閣法第61号 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律案 附帯決議
四 ベビーシッターや家庭教師等のこどもを対象とする事業を営む個人事業主、マッチングアプリ経由等による個人契約やフランチャイズ方式も犯罪事実確認等
の対象とする仕組みを早急に検討すること。また、医療機関を対象事業とすることについても検討すること。

今後の見通し

●「対策しないこと」が経営上のリスクとなりえる
法律の施行に伴って子どもへの性暴力の関心が高まることで被害申告が増加し、経営者に使用者責任、管理者責任を問うなどの訴訟リ
スクも高まると考えられる。子どもの安全を守る目的はもちろんのこと、経営リスク軽減のためにも安全確保措置の重要性が高まる。

●安全確保措置のコストをだれが負担するのか
一方、ルールの策定・周知、設備の充実等、安全確保措置には時間も費用もかかる。「性暴力と不適切行為の線引き」や、「被害申告
時の初期対応」には法律も含めた専門家の助言が必要。これらのコストを各事業者が引き受けるのは現実的ではない。公的機関や業界
団体がルールのフォーマットを用意したり、安価で専門家のアドバイスや研修を受けられる仕組みを作ることが求められているのではないか。

●対象拡大を見すえた行動
3年後の見直しによって制度の変更、対象拡大の可能性がある。より良い運用、対象となった時に適切に対応できるように、今回、認定
対象とならない事業者においても独自の安全確保措置を進め、その成果や課題を蓄積することが求められる。
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